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は じ め に

平成9年3月 に全 国銀行協会連合会(全 銀協)よ り、「全銀協標 準通信 プロ ト

コル(TCP/IP手 順)」 の仕 様が公表 され ま した。産業情報化推進セ ンター

(CII)で は、EDIに 使用可能 で安価 な フ ァイル転送手段の検討を行って

きましたが、 この全銀協か ら公表された仕様を活用することが有効であると判

断し、金融業界だけではな く広 く産業界でも利用できるように、拡張機能を含

めた実装仕様 を定めました。この仕様に従 って実装 されているものが 「拡張Z

手順」です 。

CIIで は、全 銀協や主 要な コンピュー タ ・メーカー等の皆様にご協力をい

ただいて 「G手 順研究 会」 を開催 し、 「拡張Z手 順」 につ いての検 討 を続 けて き

ま した。平成9年9月 に拡張Z手 順 製品 による相 互接続確認試験 を行 うととも

に、平成10年3月 に検討結果 を 「拡 張Z手 順利 用ガイ ド」 に と りまとめま し

た。その後、拡張Z手 順 は、各種VANで の対応 や、通信パ ッケー ジの販売が

進む等、利用は明 らか に増大 しています。しか し、どのように導入 した らいい

のか、どんな業務 に利用できるのか等、よ り多くの方々に拡張Z手 順 を理解 し

て いた だ けるよ うに、拡張Z手 順 を利用 した システ ム構 築事例を集め、本書 に

とりまとめました。

本書 を参考にすることにより、拡張Z手 順 の普 及、及び 、EDIの 普及 の手

助 けになれ ば幸 いです。

最後に、本書を作成するにあた り協力していただいた、全銀協、及び、コン

ピュータ ・メーカー等、関係各位に対 し深 く感謝致 します。

財団法人 日本情報処理開発協会

産 業 情 報 化 推 進 セ ン タ ー
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第1章 拡 張Z手 順 とは

企 業 にお ける社 内ネットワークは、この数年大きな変革の中にあると言っていいであ

ろう。LANの 普 及 に始まり、インターネット技術の導入、それに伴う通信プロトコルのTC

P/IP化 と、情 報 システム部 門は矢 継 ぎ早 に手を打ってきた。
一方
、企業 間ネットワークはというと、昭和55年JCA手 順 、昭 和58年 全 銀 手 順 の発

表 以 来 ずっとこの 手順を使っている。つまり、社 内は国際標準 ともいえるTCP/IPへ の

統 一 が進 むなか 、企 業 間 は 旧来 からのBSC(2進 同期 通 信)を ベ ースとした全 銀/JCA

手 順 に頼 り続 けてきたことになる。

全 銀手順 は、昭和58年 に制 定 されてか ら15年 間、流 通 業 界 で広 く使 われているJC

A手 順 と並 び 、企 業 間デ ータ交 換 手順の 日本標 準として長 く使 われ続けてきた。しかし、

TCP/IPが 通 信 プロトコル の標 準 として定 着してきたため、これら企業 間のネットワーク

もTCP/IPに 吸収 しようと新 しいEDI通 信 プロトコルが開発 され ることとなった。それが、

平成9年3月 に全 銀 協(全 国銀 行 協 会連 合 会)が 企業 ・銀 行 間のオンラインデータ交換

に使 用するために制定した「全銀 協標 準通信プロトコルーTCP/IP手 順(Ver .1)」通 称

「全 銀TCP/IP手 順 」である。

ところが、全 銀 手 順 を使うのは金 融業界ばかりではない。そこで、(財)日 本 情 報 処 理

開発 協 会(JIPDEC)産 業情 報 化 推 進 センタL…一・(CII)が 中心 となって、金 融 業 界 のみな

らず全産業で利用可能となるよう実装時の追加機能を定めた。それが、平成9年5月 に

発 表 され た 「拡 張Z手 順 統 一 実 装 ガイド(第0版)」 、つ まりこの 「拡 張Z手 順 」なのであ

る。

これを利 用 することにより、企業のネットワークはすべてTCP/IPに 統 一す ることができ
、

企 業 内 ・企 業 間の商取 引のプロセスを一元的 にコントロールすることができるようにな

る。

以下にこの手順の特徴を、全銀TCP/IP手 順 が持 つ本 来 の機 能 と、CIIが 拡 張 した

機 能 の双方 か ら解 説 する。
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1.1全 銀TCP/IP手 順 が 持 つ 特 徴

①TCP/IPに よる高 速 デ ー タ交 換 を実 現

全 銀 ベ ー シック手 順 は 、下 位 手 順 にBSC(2進 同 期 通 信)を 使 って い るた め 、高

速 にな ると伝 送 効 率 が 上 が らない(2400bps～9600bps程 度)。 一 方 、TCP/IPは

公 衆 回 線 でも56kbps(INS:128kbps)と いう高 速 通 信 が 実 現 で きる:さ らに モ デ

ムやTAも 種 類 が豊 富 で 安 価 に 入 手 で き、インター ネ ットや パ ソコン通 信 環 境 とも併

用 が 可 能 になるな ど、多 くのメリットがある。

② アプリケーションインターフェイスは、現行全銀ベーシック手順 と互換

通信システムを入れ替えるだけで既存のアプリケーションに影 響を与えることなく、

新システムに移行 することができる。

③企業間ネットワークと社内ネットワークをTCP/IP環 境 で統 合

従来 の全 銀 ベー シック手 順のように専用のハードウェアや回線を必要としない。よ

って、企業のネットワーク資源をTCP/IPに 集 約 し、イントラネット/エ クストラネット

の基盤 を作 ることができる。

④EDI(デ ータ交換)を 目的 としたプロトコル

EDI(デ ー タ交換)と いう限 定 された用 途 であるため、非常 に信頼性の高いプロト

コルになっている。EDIを 実現 す るための環 境 を構 築す るのが容易である。

1.2拡 張 した仕 様 の 特 徴

① プ ログラムモジ ュー ル や 最 大32kバ イトの 長 大 な レコー ドの伝 送 も可 能

全 銀TCP/IP手 順 で は 扱 うことがで きな か った 、プ ログラムモ ジュ・…一・ル ・CAD/CA

Mデ ー タ・マル チ メデ ィア ファイル な どの長 大 な レコー ドのデ ー タ交 換 が 可 能 となる。

(全 銀TCP/IP手 順 は 最 大 レコー ド長2kバ イト)

② 高速化オプションの実装 一

全銀TCP/IP手 順 で規 定され てい る、高 速 化 オプションが実装 されている。その

ためデータ電文においては最大15回 の連 続 受 信 、連 続送 信 が可能 になる。

③ 相互運用性が確保 されている

各メーカーから提供されている拡張Z手 順 製 品 は、統 一仕 様 に基 づいて作成され

ており、相 互運用性確認試験 により、異なるメーカー間の相 互接続も確認 されてい
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る。よって、複数メーカーの製 品を導入 した場合でもシステム構築がスムーズに行 え

る。

1.31Pア ドレスに 関 す る留 意 事 項

拡 張Z手 順 は 、TCP/IPを ベ ー ス にしてお り、そ の 運 用 に あたって は 、IPア ドレスが 必

要 にな る。通 常 は 、利 用 して いるプ ロバ イダやVAN会 社 か ら指 示 され たIPア ドレスを使

用 す れ ばよい。

なお 、IPア ドレス に 関 して は 、「拡 張Z手 順 利 用 ガ イド(Ver.1.0)第5章 運 用 上 の 注

意 」に詳 しい 解 説 を載 せ て いるの で 参 考 にしてい ただ きたい 。

注意:

・全 銀TCP/IP手 順 では、インターネットでの使 用を認めていない。また銀行と

接続する場合 には、銀行側の指定するアドレスを使用しなければならない。

・拡張Z手 順 ではグローバルIPア ドレスを用 いることでインター ネットでの使用

が可能である。
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第2章 拡張Z手 順の現状

第4章 の利 用事 例 で示 すとお り、拡 張Z手 順 は集 配 信 業 務 にお ける通 信 基盤 として、

あらゆる業種/業 態 にお いて使 用 されている。今後も産業界 において、多様 な使用形

態での利用事例が増加すると予想される。本章では、現状の使用形態/各 メー カー の

サポート形 態 を整 理 してみる。

2.1使 用 形態

① 通信 高 速化 を 目的 に既 存 手順から移行

EDIの 進 展 に伴 い、データ量 の増 加 が現行システムの処理能力を圧迫している。

そのため、EDI業 務 にお ける現 行 手順(全 銀 手順 ・JCA手 順)か ら通 信 高 速 化 を 目

的 に拡 張Z手 順 に移 行す るケースである。

第4章 のほとんどの事 例 がこれ にあたる。

② デ ファクト標 準 の採 用 によるネ ットワー ク統 合 化

デ ファクト標 準 で あるTCP/IPに よるネ ットワー クの 統 合 化 を 目的 にEDI業 務 シス

テムを更 改 す るケ ー スで ある。従 来 のBSC手 順 で の デ ー タ交 換 か らTCP/IPベ ー

スに更 改 す ることにより、ネ ットワー クシステム運 用 がTCP/IPで 統 合 管 理 す ることが

可 能 となる。

1つ の 事 例 として 第4章 の 「4.7電 子 メー カ ー に お けるデ ィー ラー 販 社EDI」 を示

す 。

③ 多様なデータ種交換に拡張Z手 順 を採 用

EDI業 務 での取扱 いデ ータも最近 では多種/多 様 化 している。

CIIメ ッセー ジの みならず 、CSV形 式 のデ ー タ、EXCEL形 式 でのデ ー タで の交

換も増 えつ つある。このような多様なデータ種を取り扱うために拡張Z手 順 を採 用 し

たケースである。

1つ の事 例 として第4章 の 「4.6電 力 会 社 にお ける新EDIシ ステム」を示 す 。

④ 海 外接 続 での高信頼性 を目的にFTP手 順 から移 行

国 内本 社 と海 外 支 店 でのデータ交換 業務 において、従来はFTP手 順 による接続

を実施 していた。しかしながら、海外ではネットワークの不安定性から転送異常が多

発する。FTP手 順 での送 達確 認 には限 界 があり、信頼性 に問題があった。

そのため、海 外接続における高信頼性 向上を目的に拡張Z手 順 を採 用 したケー
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スである。

1つ の 事 例 として第4章 の 「4.8商 社 にお ける海 外 取 引 デ ー タ交 換 」を示 す 。

2.2各 メーカーのサポー ト形 態

拡 張Z手 順 は 、各メーカー によりパ ッケージとして提供されている。提供 プラットフォー

ムもメインフレーム、サーバ(UNIXベ ース・Windowsベ ース)と、ほとんどのプラットフォ

ームで提供 されており接続性 には問題 がないと言える
。なお、パッケージの提供状況に

ついては、「(付属 資 料1)拡 張Z手 順 製 品/仕 様 一覧 」を参 照 のこと。

また、主 なVAN事 業者 でも拡 張Z手 順 は 、サポー トされ てお り、VANを 利 用 した拡 張

Z手 順 の使 用 も可 能 となっている。VANの 対 応 状 況 につ いては、「(付属 資料2)主 なV

AN事 業者 の対応 状 況 」を参 照 のこと。

パッケージではなく、ハード装置と組み合 わせて拡張Z手 順 か ら従 来 の全 銀 手 順 にプ

ロトコル変換する製 品も提供 されている。当製品を使用することにより、拡 張Z手 順 での

デー タ交 換 が全 銀 手 順 として利用 可能 となり、現行のシステムを一切 変更することなく

対応 できる。当製 品については、第4章 「4.20発 着 信 両用 プロトコルコンバ ータ」を参照

のこと。
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第3章 拡 張Z手 順 は どんなことに使 えるか

拡 張Z手 順 は 多 くの特 徴 を持 つファイル転 送手順であり、集配信業務 の通信 基盤 と

して使い勝手が非 常に良いため、業種 や業務 を問わず、産業界全般 のいろいろな分

野において利用することができる。

本章では、拡 張Z手 順 を業 務 として利 用 す る場 合 の主な特徴を具体的 に説 明すると

ともに、拡張Z手 順 をサポー トす るメーカー 製 品の傾 向を説明することで、拡張Z手 順 を

利 用 するヒントを示す。

3.1統 一 したデ ファクト標 準 でシームレスな情報交換システムの構築

ネットワークの通信プロトコルにデファクト標準のTCP/IPを 採 用 しているため 、企 業 内

と企 業 間をTCP/IPで 統 一 することが容 易 に実現 できる。また、拡張Z手 順 は 多数 のメ

ーカー によって標 準サポートされているので
、企業 内と企業間における情報交換システ

ムを、通信 プロトコルとファイル転送 手順 を統 一したシステムとして構築 することができ

る。

・企 業内の情報 交換システムに適用

例:EDI業 務(受 発 注 処理 の社 内インタフェース)

部 門間 での一 括 デ ータエントリ業務 、など

・企業間の情報交換システムに適用

例:EDI業 務(受 発 注 処 理 の社外 インタフェース)

発 注 図面 ファイル の受 け渡 し、など

(EDI業 務)

社内処理部門

(EDI業 務)

社内処 理部門

∠＼ ▲
拡張Z手 順

LAN(TCP/IPネ ットワーク)

拡張Z手 順

わ
ー

ル

イ

一

亨
ノ

ヰ
4

コ
ノ

占
ソ

WAN

(TCP/IPネ ットワーク)

取

引

先

① 企業 内の情報交換では、LANを 利 用 す ることで 、専 用 線 を利 用 しているような

高速なファイル転送が実現できる。
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② 企業 間の情報交換 では、公衆 回線やISDN等 のWANに お けるダイヤル アップ

接 続 環 境 を利用することができ、ISDNで はもちろんのこと、公 衆 回線 においても

従来の全銀協ベーシック手順 との比較では飛躍的な高速転送が実現できる。

③ 商用VANで のサポー トも開 始 されつつ あり、企業内の情報交換や、企業 間の情

報 交換 に利用することができる。なお、商用VANへ のダイヤル アップ接 続 方 法

(セキュリティ)・接 続 地 域 ごとのアクセスポイント・利 用回線種別 ・利 用料金 ・運用

規則などは、利用する商用VANご とに確認 す る必 要 がある。

3.2高 度 なファイル 転 送機 能 の利 用 による業務 の構築

拡 張Z手 順 におけるファイル 転 送 では、転送するファイルの仕様 や転送方法として、フ

ァイル名 ・レコード長 ・レコード形 式 ・圧縮の要否などを、転送相 手との間で事前 に取 り

決 める必要があるが、取 り決 めておく転送ファイルの仕様 には柔軟性 があるため、実際

に転送するファイルに関する制約 はほとんど無く、高度 な転送機 能が利 用できる。

以下に代表的な機 能の利用例を示す。

① バ イナ リー 転 送 が で きるの で 、送 るデ ー タの コー ド種 別 に制 約 がな く、任 意 の デ

ー タ内 容 の ファイル を転 送 す ることが できる
。例 えば 、EDI業 務 で利 用 す るCII、

EDIFACT、XML等 の 標 準 デ ー タフォー マットの ファイル や 、図 面 デ ー タの ファ

イル が 転 送 できる。

②2kバ イト以 上 のレコード長 のデ ータが転送 可能である。最大32kバ イト程 度 をサ

ポー トする製 品 が多 いので、転送レコード長の制約は事実上ほとんどない。また、

2kバ イト以 下 のレコード長 のデー タであっても、最大32kバ イト程 度の1テ キスト

に複 数 のレコー ドを格 納 し、マルチレコードテキストとして転送するので転送効率

が高くなり、高速転送 が実現できる。

③ 転送するファイル単位 に、固定長 レコード形式または可変長 レコード形 式で転

送することができるので、業務 処理 との兼ね合いでレコード形式を選択すること

ができる。

④ 転送 の途中に転送異常が発生しても、次回の転送時にファイル単位またはテキ

スト単位 での再送ができる。ファイル単位の再送ではファイルの先頭から全ての

データを転送 し、テキスト単位 の再送では転送異常が発生 した時点で転送して

1
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いたレコードを含むテキストから転送することができる。

テキスト再送 は固定長 レコード形式の転送時 に利用できるが、レコード件 数 の

多いファイルの後 半で転送 異常が発生 した場合 に利用することで無駄な転送

を軽減することができる。

⑤1回 のコネクション接 続 中 に、複 数のファイルを連続 して転送することができるの

で、転送処理 を論 理的な単位 にまとめて管理することができる。また、転送処理

に関わる操作を簡素化することができる。

⑥ 転送ファイルのサイクル番号管理を利用することで、同一ファイルに対する複数

回の転送でも、個別 のファイルのように扱 って転 送することができる。01か ら99

までの2桁 のサイクル番 号 を採 番 付 与 して転送するので、同一ファイルであって

も最大99回 の転 送 まで転 送 ごとのファイル が上書きされず に保 存できる。

3.3高 信 頼性 の転 送 管 理 による業 務 の構築

信頼性の高い転送管理を利用することで、集 配信業務 のきめ細かい制御 や、セキュリ

ティの確保などが実現できる。

① エラー処理が確立しており、転送結果を示す多様な「処理結果コード」を利用す

ることができる。

・コネクション接続 の制御レベル(通 信 制御 電 文)で 返 される処 理 結 果 コー ド

電 文 区分 エ ラー 、相 手 セ ンター 確 認 コー ドエラー 、

当方 センター 確 認 コー ドエ ラー 、サ ー ビス時 間 帯 エ ラー 、パ スワー ドエラー 、

アプリケー ションIDエ ラー 、モ ー ドエラー 、モ ー ド変 更 不 可 、そ の他 エラー

・転送ファイルごとの転送制御 レベル(フ ァイル制 御 電 文)で 返 される処 理結 果

コード

電 文 区 分 エ ラー 、ファイル 名 エラー 、ファイル アクセスキー エ ラー 、

テキスト数 エラー 、レコー ド数 エ ラー 、レコー ド長 エ ラー 、二 重 ファイル 伝 送 、

ファイル なし、レコー ドIDエ ラー 、デ ー タ圧 縮IDエ ラー 、そ の他 エ ラー
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例えば、レコード件数が0件 のファイル を転 送 した場 合 、相互 の取 り決めによっ

て、相手 には次のような処理結果コードを返すことができる。

ファイル 名 エラー 、ファイル な し、正 常 終 了

ここで、正常終 了を返した場合でも、転送したレコード件数 とテキスト件数 には、

0件 が返 されるの でファイル の 中味が無いことが判 定できる。受注業務 では、受

信転 送が正常終了したがレコード件数 が0件 の場 合 は 、相 手 か ら発 注 が無 かっ

たと論理的に判 断することも可能である。

0件 デ ータの場 合 にファイル名 エラーやファイルなしの処理結 果コードを返す取

り決めの場合 は、転送 は異常終 了扱 いとなるため、業務処理 として必要な後 処

理(例 えば 、再 送 処 理 や転 送 異 常 終 了時のジョブ起動)を 行 うことができる。な

お 、ジョブ起動機 能のサポート有無はメーカー製 品によって異なるのでメーカー

への確認が必要である。

② 転送相 手ごとのユーザ認 証と、転送ファイルごとのアクセス権チェックを利 用す

ることでセキュリティが管理 できる。ユーザ認証 は、ファイル転送相 手 とのコネク

ション接続制御を行う通信制御電文 に対して行われ、当方センター確認コード・

相手センター確認コード・パスワードでチェックする。また、アクセス権チェックは、

転送ファイルごとの転送制御を行うファイル制御電 文に対して行 われ、ファイル

アクセスキーでチェックする。

③ 拡張Z手 順 は、ファイル転 送 相 手 とのコネクション接続 制御を行う通信制御 電

文・転送ファイルごとの転送制御を行うファイル制御電文 ・転送 ファイルの実レコ

ードの転送制御 を行うデータ電文(テ キスト)を用 いてファイル 転 送 を実 現 してい

るが、これら各種電文の相手側への到達確認が可能であり、電文抜けへの対処

が万全である。電文の到達確認 は、基本機 能として個 々の電文の送信ごとに行

うことが可能である。また、ファイル転送の高速化を図るために、複数のデータ電

文(テ キスト)の連 続 送信 ごとの到 達 確認 を行 うこともでき、これを高速化オプショ

ンと呼ぶ。拡張Z手 順 で は高速 化 オ プションの実 装が必須 であるため、到 達確

認による信頼性 向上と、高速転送性 をバランス良く実現することができる。

3.4そ の他

メーカー 製 品 には 、拡 張Z手 順 によるファイル転 送 処 理 と連携した固有機 能をサポー
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トし、運用性の向上やセキュリティの向上を図ったものが多数 存在する。以下 にメーカ

ー製 品の固有機能の例を示すが、製品ごとのサポート有無は各メーカーに確認する必

要がある。

① 集配信業務の構築のために、ファイル転送と連携 してジョブ起動する機能

② コード体系の異なるOS間 での転 送後 、自己側 のコー ド体 系に合わせたコード

変換機能

③ 転送結果の履歴管理機 能

④ サービス時間帯の管理機 能

⑤ 通信制御電文ごとのパスワード変 更機能

⑥ ファイル制御電文ごとのファイルアクセスキー変更機能
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第4章 拡張Z手 順利用事例

拡張Z手 順 、または 、全 銀TCP/IP手 順 を用 いた利 用事 例 を示 す。

なお 、本 章 で 紹 介 して いる事 例 は 、以 下 の 通 りである。

4.1電 子 機 器 メー カー にお ける受 発 注 業 務

4.2製 薬 会 社 に お ける検 査 デ ー タの集 配 信 業 務

4.3レ コー ド卸 業 にお ける受 発 注 業 務

4.4自 動 車 部 品 メー カー にお ける受 発 注 業 務

4.5電 力 会 社 に お けるEDI

4.6電 力 会 社 に お ける新EDIシ ステム

4.7電 子 メー カー に お けるデ ィー…ラー 販 社EDI

4.8商 社 にお ける海 外 取 引 デ ー タ交 換

4.9繊 維 業 界 に お けるQRシ ステム

4.10造 船 会 社 の ファー ムバ ンキング 関 連EDI

4.11製 造 会 社 の 営 業 情 報 システム

4.12生 命 保 険 会 社 の保 険 給 付 情 報 の交 換

4.13花 王 にお けるEDI

4.14家 電 メー カー に お けるEDI

4.15製 薬 会 社 に お けるEDI

4.16医 薬 品 卸 に お けるEDI

4.17繊 維 業 界 ・QRセ ンター に お けるEDI

4.18小 型 コンピューー一夕業 界 に お ける受 発 注

4.19新 聞 購 読 料 金 の 自動 振 替 委 託 業 務

4.20発 着 信 両 用 プ ロトコル コンバ ー タ
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4.1電 子機器 メーカーにおける受発注業務

〈目 的 〉

・既に展開しているEIAJ標 準EDIネ ットワークを、拡張Z手 順を搭載 した

最新システムにリプレースする。あわせて、ED味 導入取引先に対し

ての普 及をはかる。

〈概要〉
・中堅・小規模部品メーカ向けのサーバ、PC用 のアプリケーションパッケ

ージを新規に開発、通信手順は拡張Z手 順 とする。ネットワークは、

VANが 提供するセキュアードIPネットワークを利用 。

・アプリケーションは、注文、納品書発行(Dラ ベル含む)と注残管理 。

将来は納期 回答も行う。その他パッケージには、受信データからの

各種帳票プリント等の機能も搭載している。

・既存ユーザには、極力新規システムへの移行を要請した。

麓

山 遷,大 手セ。トア。プ

1仙 川∴ 灘卵
1＼"L'"

//＼P>1・1

隣 ㍊田

園 大手部品・㌔
`

≧
二目

、 ＼

中小部品メーカ

轟眼9隷 剛

…剛

1小型部品の
'受発注 ・納期回答

輝 準納品書

融 融
〈効果〉
・従来より1回 のデータ送 受信 量が 多く、通信速度が2400bpsの 全銀手II頂では、データ交換 に長時間を要していた。これ

を拡張Z手 順にすることにより、通信速度を56k(公 衆回線)～64k(ISDN)bpsに 向上し、1回 の通信時間を1/10以 下に

縮めることができた。その結果、一連のアプリケーション実行時間が短くなり、全体的な業務の効率化を実現すること

ができた。

・通信ソフトやモデム・TAが 安価で、かつ従 来の専 用同期通信ボードが不要であるため、全体のシステム価格を低く抑

えることができた。それにより、これまで導入できなかった小規模な企業にも普及を促すことが可能となり、グループ全

体のEDI化 を一段と進めることができた。

資料:蝶理情報システム株式会社



4.2製 薬会社における検査データの集配信業務

〈目的 〉
・塩野義製薬では、病院から様 々な検体検査依頼を受け、その処理結果を病院に返すという業務を行っている。病院と

のデータ送受信は従来、∨AN事 業者経 由JCA手 順2400bpsで 行っていた。しかし、量 ・頻度ともに多く、通信時間 ・通

信費用がかさみ、即時性が確保できなくなってきた。そこで、これらのコスト削減 ・運用効率化を目的に、自社TCP/IP

ネットワークに取 り込むこととなった。

〈概要〉
・日々発生する検査依頼データを病院起動でセンターに送り

、検査結果はセンター起動で病院側に配信する。

ー

↓
ω

ー

・センター側はIBM大 型汎用機 の

DEX-1を 使用 。病院側はNT

サーバ機 に専 用アプリケーション

を搭載、通信ソフトは全銀TCP通

信 プログラム使 用。
・ネットワー クは

、フレーム リレー ・

1SDN・ 公 衆 回 線 により直 接 接 続 。

〈効果〉
・JCA手 順 から拡張Z手 順 に移 行し

たことにより、通信 時間を大巾副こ

短縮することができた。
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・拡張Z手 順 の採 用、VAN業 者の経 由

を廃止することにより、従来比1/10

に費用を削減することができた。
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資料:蝶理情報システム株式会社
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4.3 レコー ド卸業における受発注業務

レコー ド卸 業(㈱ 星 光 堂/㈱ プラネット)と、小 売 店(レ コー ド店)間 の 企 業 間EDI

〈目 的 〉.

・現行の全銀BSCか ら全銀TCP/1P(拡 張Z手 順)に換えての、通信の高速化。

…星光堂/プ ラネット

WWWG/W

〈効果〉
・上位の手順は全銀のまま、高速化がはかれた。(既存システムを変更しただけで、大きな効果が得られた。)

・リアル系(在 庫確認)・蓄積 交換 系(拡 張Z手 順 による受発 注)が 混在でき、用途 に合わせての利用が可能。

・今後のIPネ ットワークの将 来性(イ ンターネット接続などの拡張)を考慮したシステム構 築が可能。

インテ ック

ーーレコー ド店(2
,600店)・ ・

「コ1讃

業務ポスト

ダイヤ アップIPサ ービス

、王M'dF
E〃VdP

コ

証

+

WindowsNT

のPOS

インチ"社 保 有のグローバルアドレスを

ミックに割り当て

(約250箇 所が 同時にアクセス可能)

資料:株 式会社アルゴテクノス21
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4.4 自動車部品メーカーにおける受発注業務

㈱ シ ョー ワと取 引 先 間 の 企 業 間ED1

〈目 的 〉

・取引先企業との情報リードタイムの短縮により
、トータル生産管理の効率向上を図る。更に取引先に端末ソフトを無償

配布し、導入コストの低減と標準化を図る。

〈概 要〉

・IBMセ キュアードIPダイヤルアップサービスへの加入 により全銀TCP/1P(拡 張Z手 順)で のセキュリティを確保 し
、アク

セスポイント接続と高速化により通信費の削減を実現。

名古屋 竺 警 データ監視機能

PAP認 証

グローハ'ルアドレ

拡 張Z手 順

NTS-100・BANK

ぬ
取 引 サーバ

NTS・210-BANK

IBMtzア ーA'II⊃

ダ 〃%膓ア吻プグーεズ

アクセス アクセス

ホ.イント ホ。イント

公 衆 回 線:33.6kbps

ISDN64:64kbps

拡 張Z手 順

NTS・100・BANK

資料:株 式会社 アルゴテクノス21



4.5電 力会社 にお けるEDl

中 部 電 力 ㈱ と、取 引 先(電 線 変 圧 器etc.)間 の 企 業 間EDI

〈目 的 〉

・現行の全銀BSCか ら拡張Z手 順 に換 えての、通信 の高速化 。

・設備費用のコストダウン。(拡張Z手 順の場合 、インターネットに接続(PPP)で きる環境 のみ で実現 可能)

・通信 費用のコストダウン。(通信速度 が速い分 、通信時間 ・費用の短縮(約1/8程 度)に つながる)

〈効果〉
・設備コストの低減、通信費用の低減。

・取引会社への情報連係の効率化。 ⇒FAXに よる連係 から、自動連係へ の変更。

・取引会社での 自社システムへのデータ連係の効率化。
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ー

拡 張Z手 順:NTS-100-BANK

CIIトランスレーター:NTS-410-Tran
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4.6電 力会社 にお ける新EDlシ ステ ム

〈目 的 〉

・取引先に合わせた多様なデータ種の交換

〈効果〉
・取引先都合にあわせることによりEDIの 裾 野拡大を実現

雛 　

醗 、 拡張Z手 順

エ クス トラ不 ッ ト

大規模メーカー

1/

取 引デ ータ(Cll)
取 引データ(Cll)

電力会社

取引データ(CSV)取 引データ(EXCEL)

資 料:富 士 通 株 式 会 社
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4.7電 子 メ ーカ ー にお けるデ ィー ラ ー販 社EDl

〈目 的 〉

・業界標準(CII 、拡張Z手 順)使 用によるシステムの統 合化

〈効 果〉
・業界標準使用のためディーラー販社側は他ベンダーとも接続可能

・運用の統一によるシステム開発コストの低減

社内業務センター

エクストラネット(VPN)

{'■ 約1000壮

麗1〕

.丁 イー フ ー 、

EDIゲ ー トウェイ
/

陰 茎

唖 、

拡張Z手 順

取引データの

蓄積交換

・振り分け処理

・集約処理

/

§1
仕切販売業務

翻 、

1

懸 営業管理業務

拡張Z手 順

認 〔三 〕
＼

資料:富 士通株式会社
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4.8商 社 における海外取引デ ータ交換

〈目的〉
・海外支店及び海外の取引先との間における受発注データ交換

〈効 果〉
・FTPか ら拡張Z手 順への移行による信頼性 向上

・標準仕様のため他海外支店への拡張適用が可能

商社(本 社)

・海外接続メッセージ

作成

・海外調達業務

風除 目線

海外調達先メーカー

聾1『　画
拡張Z手 順

(専用回線)

海外支店

資料:富 士通株式会社
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4.9 繊維業界におけるQRシ ステム

〈目的〉
・アパレル企業における多品種・少ロット・短サイクル生産体制を支援するため、商品企画・生産管理ビジネスプロセスをシステム化し、企画生産

業務の生産性向上と取引先・縫製工場との情報共有を情報技術、EDI、繊維ネットワークを利用してオープン環境で実現する。
・具体的な開発システムはアパレル企業における企画生産業務の中心的な生産管理業務を支援し、生産計画～加工指図～資材発注～生産進

捗管理等の企業間での情報伝達を電子化することで、情報精度及び情報速度の改善を図ることを目的とする。

〈概 要〉

頁随.
A已 ＼～

z・ぷ 箒1

、テ牛スタイル副 資材御

国コ 塵

』 モデム
ー 受発注管理

ユニシスアウトソーシングセンタ

業務サイ 麗
臨

く

繰
藁

材納期予定、資材出荷明

協力工場

饗i'匝]

●

‖‖}『‖

自治 モデム
受

}栂野占

管理

ツ トワーク

工程別上り報告、工程別完了報告

納品書

ISD二

資材発注、印刷発注'材 出荷指図
、受領通 商品企画&生 産 管理(ED'開 運 モジュール戊 ×

製品加工指図、資材出荷明細

返品 ・補修

クライアント クライアント クライアント クライアント クライアント クライアント クライアント( )

cyber－企 画生産 艮_'

EDIサーバ ご鶏

量 墨 暴 墨 璽 墨 黒 こ邊整レ
'「

EaDllite

EaDICII
」 ノ

竿ll 1

1企 ⊇ll原 反管理ll資 材発注ll蛙 計画ll加 工指図II印 刷発注ll蛙 進捗ll・ ・保守ll・Dl指 示ll・Dl運 用1

lll llll

1販 発注日出荷指図ll出 荷入司 已 庫鯉1|鏑 報司1欄 確酬 出縮 図ll出醐 副 返品補凶

資料:日 本ユニシス株 式会社



(1)EDIネ ットワー ク構 成

・A社の本社と各工 場間は本社 にEDIサ ーバを設置 し、各工場にはPCに よるクライアントを導入。またA社 の取 引先や

資材 仕入先 とは、日本ユニシス情報システム社のユニシスアウトソーシングセンターを経由しEDI取 引を実現 。

一

心

ー

将来は顧客である

取引先との接続も計画。

ユニシス

ア ウトソーシング

センター

灘z手ll↓ ㌫

全銀手順
・snjpmtWltw・ 他社VAN

基本は
拡張Z手1頂

囲[i露㌔国運 ㌔{鉋
取引先

仕入先

(2)交 換 用システムの形態
・接続先との交換システムは、取引件数や企業規模に配慮し取引先が採用しやすいEDIシ ステム構成を提供。

① 小規模(ク ライアント機能)

轟
i

交換先サーバ

資料:日 本ユニシス株 式会社
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② 中・大規模(WS、 サーバ機能)

EaIlite

プロセス管理 システム管理

運 用 管 理

スケジュール管理

EDIサ ー バ

通

信

制

御

,瀦 醐 ・

異プロトコル

同時通信

・当社EaDlciiト ランスレータは 一 般ユーサ'アブ.リケーションとして実 行 。

・プ ロセス管 理 とEDIサ ーバ は別 マシンに分散 させ ることも可 能 。

併 行 実 行 プロセス数 はユ ーザ 設 定 により決 定 。

■

■

■

■

■

■

■

一

ごン撚

r

交換先サーバ

または

クライアント

〈効 果〉
・繊維関係標準メッセージの構成が全体的に大きい(2kbyte～ 長いもので2Mbyte)事 か ら、旧来の転送手順ではメッ

セージ転送では通信コストと交換時間の面から問題が生じ、より高速な転送手順を必要とした。

・現状での一番の効果としては、1日 数千枚に及ぶ伝票入 力のためのコストと時間短縮がある。サプライチェーンとして

の全体作業サイクルへの効果は、まだ測定されていないが、米国と同じ1/3へ の短縮を目標 としている。

・企画 、商品化を行なうA社 にとって、取 引の量に応 じて導入システムが選択できることから、参加先への協力要請がし

やすくなり、上記の様な自社コスト削減に貢献する。

資料:日 本ユニシス株式会社



4.10造 船 会 社 の フ ァー ムバ ンキ ング 関連EDI s

〈目 的 〉

・企業内の情報化と業務システムの効率化を前提に
、ダウンサイジングとネットワークの効率化を計画。

具体的には、基幹業務のUNIXへ の移 行と社外ネットワークをインターネット系(メール、WWW)と 業務 系に分離し、業

務 系のネットワークのより効率化を図る。

ー

N
ω
ー

〈概要 〉
・業務系の改善として社内経理

、給与業務の社内業務処理サーバ(UNIX)複 数台とファイナソシャル情報 との連動を図

り、またネットワークは最新の全銀TCP/1Pの 拡 張Z手 順を採用。

・交換 先 は各銀行とクレジットカード会社で
、交換内容は振込情報と出金依頼情報の交換を行なう。

(1)EDIネ ットワ ー ク構 成 インターネット網

専用線

全銀TCP/IP

SET仕 様1・ ・'●'●

....…(次 期 展 開)

BANK系

クレジットカード会 社

齢i

社外へ の窓口は、全社レベルのインターネット網接続のファイヤ ーウォールと、

EDIサ ーバの2つ に限定させる。

資 料:日 本 ユ ニ シ ス株 式 会 社



(2)B社 内のED1と 社 内システムとの仕様

EDIサ ー バ(EaDIIite)

■⇔
ルー タ

各業務サ ーバ通
信

制
御

1シ ステム管⇒

、

ユ ーザAP

1運 用管理1 ユ ーザAP

<

リレーショナ ル ・デ ータ

リンケ ージ

データ変換処理

データ転送処理

1スケジュール管剰

今後の展開よっては、転送システム導入

ー

壁

ー

① セキュリティ

・振込情報については、MainBankが1行 に限定され専用線を採用 、安心できるレベルになっている。

・出金依頼の各行接続では各行との取扱い量が異なり、専用線への統一はせずに発呼による送受信をベース

に、ルータからEDIサ ーバのみにル ート設定する等の対応、全銀のプロトコルの相手認証、通信制御での交換

内容確認の範囲とした。

② 業務サーバとのデータ交換
・振込情報については、業務サ ーバが特定出来ることからリレーショナルデータのリンケージ機能を採用し、業

務サーバからのデータ管理を行なっている。

・今後の展開では交換対象の多様化に伴う業務の増加を考慮し、プログラム起動機能や転送ツールの併用を

計画。

〈効果〉
・システムの 目的であるホスト運用経費の削減と、企業内LAN構 築でのイントラネットシステムの通信プロトコルをTCP/

IPで統 一できる。

・対外との交換情報 の内容編集や交換後の内部処理との関係で、短時間での交換が必須条件になり、導入コストと転

送速度の面で満足する内容になった。 資料
:日 本ユニシス株式会社



4.11製 造会社 の営業情報 システム

〈目 的 〉

・環境変化の対応力向上を目的に企業内意思決定システムを見直し
、業務の一部を営業現場に移し、国内の販路状況

と海外の販路状況を即座に把握し製造予測と指示に反映させる。このための情報交換ネットワークを、国内メーカや

商社と海外の販売現地法人との間に構築する。

一

品

ー

〈概 要〉
・国内は主要購入企業(10社 程度)とVAN接 続と直接接続 の両方で接続

。海外は米国、アジアの8カ 国の現地法 人との

接続 をATM経 由で行なう。国内海外ともEIAJ2F版 メッセージやCIIシ ンタックスルール、拡張Z手 順を用いる。

海外 の障害に対 しては、日本からの遠隔操作で対応する。

国

主

鵬 米国
資料:日 本ユニシス株 式会社
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・国内のEDIは 一般 のED1シ ステムと同じで特 に配慮するところはないが、海外とのデータ交換は海外専用回線網とAT

M、 社 内LANを 経 由しEDIサ ーバに接続 されている。また海外の拠点から支局との交換があり、サーバ機能とクライア

ント機能を併用。

ε

■

遠

国内C本 社

M

EDIク ライアント

ユ ーザインターフェイスの

部分である画面、障害状況

は英語表示。

海
鉢 一

用

/EDIサ イ 、 /、

墨
ED1ク ライアント

墨
!

黒
EDIク ライアント

墨
各海外支局

き 呼の送受信 ノ

)ブ

、、三

EDlサ ーバ

.J

>

⊃

豊 三晰 ント

各海外拠点

＼ 発呼の送受信ノ

　■ 　

　 　 　 　

　 .　 　 二 ・

　
　 　

　
　

ステータス 　

　　

・ 　
　

:

一

丁
　　

　

　

、

　

　 　 　

☆ ひ_.

…纏繊

　顯y
　

ぶ■

業 務AP(画 面 英 語)

以下 も英 語 表 示
・トランスレ・タ変 換

ステ・タス
・送信 ステ・タス

・業 務ステゆス

同 　 　 当
　 　

s

響愛

εス彩
.一

　
仁 魑 蘇 一一 ・

一

」

スデ一夕ス 、
　

　

資料:日 本ユニシス株 式会社



〈効果〉
・生産活動と納期短縮を目的とした意思決定支援システムは

、海外の現地販売法人や国内特定購入企業からの個別仕

様も含めた受注予測の情報戦略にイントラネットとエクストラネットを採用。その受発注に関わるEDI交 換に拡張Z手 順

を使 用し、全体のシステムの整合性を図った。

・効果については、全体のネットワークを拡大中で結果は出ていないが、少なくともホストを利用していた時の生産計画

よりは、営業現場の情報が生かされた内容になっている。

・海外との接続はATM経 由の専用線で
、全銀TCP/IP採 用 により社 内LAN経 由で交換が可能 で、他 の通信と併用が

可能になった。

ー

ぽ

ー

資料:日 本ユニシス株 式会社



4.12 生命保険会社の保険給付情報の交換

〈目 的 〉

・生命保険関係の給付情報を、本店と各支店・代理店の100サ イトとテープ磁 気媒体 による交換を行なっていたが、こ

れをネットワークを経由に変更し郵送コストとオペレーションコストの削減を図る。

l

N
c。

ー

〈概 要〉
・当初、インターネット経 由のEDI交 換を検討 したが相 手の投資を最小限に、標準に基づいた交換法であること、また交

換データの信頼性を確保すること等の条件から、拡張Z手 順を採用することになった。
・システム構築には、

① 基本的に製品、ツールをそのままを使用し開発コストをおさえる。

② 交換先の拡大に伴うプログラム開発をなくすこと、またホストに影響させないこと。

③ 接続するため方法が選択出来ること。(相手 の既存ネットワークシステムの利用)

が条件となっている。

墨

タ・イヤルアツフ。

墨 接続先

資料:日 本ユニシス株 式会社
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・接続方法は、VAN料 金の負担をなくすために、直接接続を原則にしている。
・内部システムのプロセスは当社製品の組み合わせにより構成し

、運用管理面での開発のみに絞った。
・ホスト間について全銀TCP/IPで のデ ータ交換も考えたが、すでに転送ツールを購入済のためにホスト側からのRPC

による起動 と転送を行なう。

⑩ 送信処理

呼送危 毒、
タ接続先φみ

イ

ン
タ
ー

フ

ェ
イ

ス

闇
闇

着 信 ファイル設 定 エリア

ホスト転 送

フアイレ

⇒ 受信処理

← 変換パ ラメータ検 索&編 集(入 力ファイル・出力ファイル名、使用ディレクトリイ等)

〈効果〉
・D社での再投入作 業は、随 時各サイトからのテープ到着に合わせ、その都度処理している。また作業に1サ イト平均10

分程 度の作 業と結 果を返すためのテープ作成(随 時発生)と送付の作業員が必要であった。これをすべて自動処理す

る事で・再投入作業やマシン処理の調整が不要となり、未着のデータ管理と督促等の確認作業も一目で確認が可能

になった。

資料:日 本ユニシス株 式会社
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4e13花 王 にお け るEDl

花王

且 CK

EDIサ ー バ

■ ■

ダイiヤルアツフ。

ルータ

← 拡張Z手 順 一…〉

◆
・
レ

・
.
.玲

、

へ

.イ
..…

鬼

‥

ノ、±A

基幹システム

・ダイヤル苦ップ

。ル ータ

EDIPACK

釧サーバ

基幹システム

交換メッセージ

受発注

ASN・ 受領

請求 ・支払

商品マスター

小売店Z本 部 ●

の

ISDN

ダイヤルアップ

ル一夕

ノ 、B
.

口"

RASサ ー バ
業務サーバ

■

●

小売庫Z共 配センター

1≡

ダイヤルアヅプ

ルータ

EDIPACK

EDIサ ー バ

業務サーバ

資料:花 王インフォネットワーク株 式会社



〈目 的 〉

・企業間連携による業務の高効率化・スピードアップを具現化することにより、メッセージ種 ・データ量が増加するため

伝送スピードの高速化を実現する。

〈効果〉
・通信時間の増加によるコストアップが抑制された。
・新たな通信環境の投資を軽減することができた

。
・短い期間で導入本番できた。

*伝 送 時 間

デ ータ量:1500件/1レ コー ド256バ イト

1

ω
↓

1

JCA手 順9600bps→10分40秒

㊤
拡 張Z手 順64Kbps →

は べ

約 ■-15

44秒

資料:花 王インフォネットワーク株式会社
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4.14家 電 メ ー カ ー に お け るEDl

家電メーカーA

EDIPACKロ

EDIサ ー バ

■ 惣∵ ■、

基 幹 システム 、之

歯 タイ働 ブ
ルータ

← 麟蕊!亀→
◆◆""● ◆◆

3

交換メッセージ
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〈目 的 〉

・メッセージ種 ・データ量の増加に伴い、伝送スピードの高速化を実現する。

VAN

会社

〈効 果〉
・通信時間の増加によるコストアップが抑制された。
・新たな通信環境の投資を軽減することができた。

・短い期間で導入本番できた。

・不定長ファイルの伝送を利用することにより、EDIFACTメ ッセージの伝送が可能 となった。

1大手家電量販店

資料:花 王インフォネットワーク株 式会社



4.15製 薬会社 にお けるEDl
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製薬会社A ← 拡張Z手順→
.、(全 銀TCP/IP手 順)
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〈目的〉
・メッセー ジ種 ・デ ータ量 の 増 に伴 い

、伝 送ス ピー ドの高 速 化を実現 す る。

〈効果〉
・通信時間の増加によるコストアップが抑制された

。
・新たな通信環境の投資を軽減することができた。
・短い期間で導入本番できた。

資料:花 王インフォネットワーク株 式会社



4.16医 薬 品卸 にお けるEDl
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医薬品卸A← 簗驚認 →

箕 氣(⊇

業務サーバ

治D醜

〈目 的 〉

・販売情報データ量の増に伴い、伝送スピードの高速化を実現する。

〈効果〉
・通信時間の増加によるコストアップが抑制された。

・新たな通信環境の投資を軽減することができた。

・短い期間で導入本番できた。

資料:花 王インフォネットワーク株式会社
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4.17繊 維 業界 ・QRセ ンタ ー にお け るEDl

QRセ ン ター
、

εD∫PACκ

EDIサ ーバ

睡 劃－
Q良サ_バ

憂
<← 一 拡張Z手1頂 → 一

♪

S
‥

3

導SDN
、 ♂、

◆・◆ ◆

ゆ

〈目 的 〉

・業界標準通信手順である拡張Z手 順で∨AN会 社 とデータ交換を行う。

〈効果〉
・新たな通信環境の投資を軽減することができた

。
・短い期間で導入本番できた

。

VAN

会社

囲

巳口

⑭

資料 、花主インフォネットワーク株式会社
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4.18 小型コンピュータ業界における受発注

〈目 的 〉

・小型コンピュータ業界用EDI取 引のHWSW標 準を利用 し、卸売業におけるEDI取 引を実現する。

・小型コンピュータ業界向けEDI取 引(HWSW標 準)展 開

・HWSW標 準とEIAJ標 準 との効果 的な共通プラットフォーム化

〈概 要 〉

(1)シ ステ ム 概 要

① 対象業務

小型コンピュータのハードウェア、ソフトウェアの卸売

②EDI標 準:

パソコン関連製品としては、パソコン及び周辺機器等のハードウェアと、ソフトウェアに大別でき、

適用されるビジネスプロトコルが異なる。

・HWSW標 準(O版)一 小 型 コンピュー タ業 界EDI標 準

・CIIシンタッックス ルー ル1 .11

・EIAJ標 準(1Dま た は2E)一 電 子 機 器 業界ED1標 準

資料:NECソ フ トウ ェア株 式会社



(2)HWSW標 準の概 要
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発注者

HW$W標 準

商品情報頃1回)

確定注文情報

確定注文回答情報

納期回答

出荷i

入荷1

返品～

支払案内情報

支払異議情報

請求情報

請求異議情報

支払情報

受注者 第0次 検討範囲

・商品情報

マスター/カ タログ/価 格情報など(販 売関連情報の他にH/W 、S/W固 有の情報を含 む)

新製品情報通知 、個別情報の変更時に送付

資料:NECソ フ トウェア株 式会社
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(3)発 注側 ・C社の業務システム構成

拡 張Z手 順(全 銀TCP/1P)

HWSW

商品情報

注文～

入荷

【C社の追加システム】

発注システム

ファイル転 送

トランスレータ

(ETRADE

/CII)

振
分
機
能

品マスタ

管理機能

商品情報

転

送

【C社の

既存業務システム】

転

送

商品マスタ

販売管理

システム

届

資料:NECソ フ トウェア株 式会社
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(4)受 注側 ・N社 の業務システム構 成

拡 張Z手 順(全 銀TCP/1P)A社

B社

HWSW

商品情報

注文～

出荷

C社

D社

EIAJ

フォーマット

【N社 】 Express5800

受注システム

ファイル転 送
トランスレータ

(ETRADE

/CII)

振
分
機
能

商品マスタ

管理機能

商品情報

EIAJ
～

HWSW

変換機能

商品マスタ

営業管理

システム

在庫マスタ

【EIAJ～HWSW変 換 対 応 】

資料:NECソ フ トウェア株式会社
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4.19 新聞購読料金の自動振替委託業務

株 式会社よみうりコンピュータにおける運用事例

〈目的〉

・全国各地に点在する新聞販売店より、月々の新聞購読料金の自動振替処理をスピーディー且つローコストで処理させ

る事を目指し、弊社との共同開発によって、このシステムが実現した。

〈概要〉

一
振替データの流れ

金融機関

振替依頼 .ぷ_
ファイナンス

蛸 会社=
⑤

販売店からの振替データを集計し、ファイナンス会社への

委託業務を担う関連会社

読 売 ハ ー ト

サ ー ビス

回⌒
典

FD約1000枚(販 売店数分)を

毎月一 定時期に集 中して
一枚一枚読み込んで集計

国の読売新

販売店

全国各地から

宅配便等でFDを 輸送

〈Biware全 銀TCPを 利用した読売専用ファイル伝送システムを構築〉

読売ハートサービス

Eヨ
リモートアクセスサーバ

蹴 バー声サーどズ用振 替データ

菓計 アプグケーション

6Biware全 」留70Pサ ーバ ーSDκesMみ ノ

〈全システムを統括〉

轡
続 編 販続 用 アプグケーション

rBiware全1銀TCPク ライアン声SDκ をf紹必みノ

資料:株 式会社 インターコム



4.20発 着 信 両用 プ ロ トコル コンバ ータ

〈目的〉
・既存のホスト環境を変更なしに短期間でかつ安価に拡張Z手 順ネットワークによるFBシ ステムを実現

〈概要〉
・全銀従来手順(BSC)及 び、新手順(TCP/IP)を 相互 変換 します
・ホスト側 の環境変更は不要です

・既存ホストシステムにプロトコルコンバータを接続するだけで手軽にTCP/IPネ ットワークを構 築

・全 国150行 以上の金融機 関で稼働 中

・既存の半二重ネットワークとの共用が可能
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資料:日 立アプリケーションシステムズ(株)



第5章 拡張Z手 順の今後の展開

「G手順 研 究 会 」では今 後も引 き続 き、拡張Z手 順 の産 業 界 で の普 及 を促 進 するため

活動 を続 ける予 定である。平 成11年 度 につ いて はJIPDEC-CIIの ホー ムペ ー ジ

(http://www.jipdec.or.jp/cii/EDIpage.html)を 通 して、各 メーカーか ら提 供 されている

パッケージソフトの最新状況を提供するとともに、不具合 が発 生した場合 の対処法など

Q&Aに つ いても提 供 していきたいと考 えている。利 用業種 については、全銀ベーシッ

ク手順からの移 行だけではなく、これまでEDIを 実 施 していなか った業 界 に対 しても利

用範囲が拡大されるものと思われる。

また、拡 張Z手 順 は国 内 に閉じた通 信 手順 として使 われるだけではなく、日本企業の

海外拠 点との通信 にも利 用されている。平成10年3月 に作成 した 「拡 張Z手 順 利 用 ガ

イド」の英 訳 版 については、現在作成 中であり、完成後は関係 団体 に配布 するとともに、

一般 に販売していく予定である
。

拡張Z手 順 への機 能 追加 に関しては、今後の検討課題 として残されている。しかし、こ

れ以上の機能 追加 は必須事項 とすることが難しく、オプションで対処せざるをえないた

め、規格 化するのが困難な状況 にある。これについては、新しい通信手順 の規格 化も

視野に入れながら検討を継続 していく予定である。

平成9年 度 に実 施 した相 互 接 続 試 験 を再 開することを望 む声も一部に存在するが、

本研究会 では前回の相互接続試験 の結果から、各社の製 品が十分に信頼性 の高い

ものであることを相 互に確認 してお り、これからは試験 に合格した製 品との対 向試 験を

行うことで、相 互接続性 が確かめられると判断しているため、特 に再試 験をする予 定は

ない。

今後も全 国銀 行協会連合会や、各メーカーと協力体制 を取りながら、より多くの企業

が拡 張Z手 順 を利 用 してEDIを 実現 し、産 業 分 野 の生 産性 ・効 率性 の向上が図られる

ことを期待する。

一42一
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(付属資料1)拡 張Z手 順 製品/仕 様一覧

本資料 は、産業情報化推進センターで開催 している、拡張Z手 順の検討会議 に参加 している企業 に限定して調 査した結 果を

一覧表 にまとめたものです
。(平 成11年3月31日 現在)

製 品の仕様 に関しましては、変更 している場合もありますのでご注意 下さい。また、各製 品の詳細 につきましては、販 売元の

企 業にお問い合わせいただくことをお薦めします。(「付属資料3メ ーカー各社のホームペ ージURL－ 覧」を参照 して下 さい。)

拡 張Z手 順の通信パッケージ製 品は、ここで紹介 したものの他 にも販売されております。導入 の際 には十分検 討いただくよう、

お願 いします。

なお 、対象機種 ・対象OSの 欄 につきましては、各メーカーからの申請通 りに表記 しているため異なる表現や紛 らわしい表現 に

なっているところがあります ので、ご注意下さい。

本 資料で示している機 能 は以下の通 りです。

1.起 動 側 標 準:

2.応 答 側 標 準:

3.複 数 ファイル 転 送:

4.モ ー ド変 更:

5.可 変 長 レコー ド:

6.不 定 長 レコー ド:

7.最 大 レコー ド長:

8.高 速 化 拡 張:

全銀手順(ベ ーシック手順)が 有する起 動側(発 信側)で の標準的な機能

全銀手順(ベ ーシック手順)が 有する応答側(着 信側)で の標準的な機能

複 数ファイルを一括して送信する機能

連絡モードと照会モー ドを切 り替えて使 用できる機能

可変長レコードを持つファイルを取 り扱う機能

ストリームデータ形式のファイル(テキストファイル)の ように、レコー ドの境界を持たないファイルを

取 り扱う機能

固定長 レコードのファイル において扱える、最大 レコード長の値。可 変長レコードの場合は、

この値から2byte減 じた値 になる。この レコード長 にはTTCを 含まない。

純正の全銀手順(TCP/IP)に おいて定められている、高速化 対応仕様 の機能



一拡張Z手 順 製品/仕 様一覧

会社名(50音 順) アルゴテクノス21

製品名 NTS-100-BANK

(TCP/IP版)

対象機種

■

PC

対象OS
Windows95/98

/NT4.0

実装機能

1.起 動側標準

■

O

2.応 答側標準 一

3.複 数ファイル転送 O

4.モ ー ド変 更 △

5.可 変 長 レコード △

6.不 定 長 ファイル O

7.最 大レコード長

(固定長の場合)
32,000byte

8.高 速化拡張

■

O

備考

■

・簡単操作

・自動実 行機 能

・DNS対 応

・AP連 動機 能

・コード変換機 能

(1/5)

アルゴテクノス21

NTS-210-BANK

(TCP/IP版)

PC

Windows95/98/

NT4.0

O

O

△

△

O

32,000byte

O

・最大4回 線拡張

・500接続 先登 録

・AP連 動 機能

・通信 履歴機能

・コード変換機能

1999年3月31日

インターコム インターコム NTTデ ータ通信 花 王 インフォネットワーク 花 王 インフォネットワーク 蝶理情報システム
　

Biware全 銀TCP

クライアント

Biware全 銀TCP

サーバ'一

TWIN'ET-DX

サービス

EDIPACK EDIPACK/E 多 目的 データ交 換 システム

DEX－ 皿全 銀TCP手 順

PC98,DOS/V PC98,DOS/V TWIN'ET-DXサ ービ ス WS PC
IBM,富 士 通

メインフレーム、
Windows95/98/

NT4.0
WindowsNT4.0 UNIX WindowsNT MVS(OS390),MSP

一

O 一 O o o o

一 o O O o ○

O 一 ○ O O ○

○ 一 o O O ○

一 一 o ○ o O

一 一 O o o o

32,762byte 2,043byte 32,700byte 4,096byte 10ρ00byte 16,371byte

o O O O O O

次 の機 能を含 む

・各種トランスレータ機能

・自動スケジューリング機能

・集配信データ管理機能

・基幹システム間連携機能

次の機能を含む

・固定長トランスレータ機能

・自動スケジューリング機能

・集配信データ管理機能

・基幹システム間連携機能

0:実 装 一:未 実装 △:次 期バージョンで対応を検 討 中



拡張Z手 順 製品/仕 様一覧(2/5)

1999年3月31日

会社名(50音 順) 蝶理情報システム 蝶理情報システム 蝶理情報システム 日本IBM 日本電気 日本電気 日本電気 日本電気

製品名 全銀TCP通 信

プログラムUNIX版

全 銀TCP通 信

プロク'ラム サーバ版

全銀TCP通 信

プログラムクライアントR

NMSIE/EXサ ービス

TCP/IP全 銀 サホ.一ト

T-Link T-Server CCSH/TCP

forACOS-2

CCSH/TCP

forACOS-4

対象機種

■

UNIX PCサ ーバ PC VANサ ービス Express5800,PC Express5800,PC ACOS-2 ACOS-4

対象OS

・
SolarisVER2.5.1

AIX

WindowsNT
(3.51/4.0)

Windows95/98
/NT(3.51/4.0)

N/A Windows95/NT4.0 WindowsNT4.0 ACOS-2 ACOS-4

実装機能

1.起 動側標 準

.

o O ○ o O 一 ○ ○

2.応 答側標 準 O O O O 一 O O ○

3.複 数ファイル転送

.

O O O O o O o O

4.モ ー ド変 更 O o O O O O o ○

5.可 変 長 レコード ○ O o O O o O ○

6.不 定 長 ファイル O O O O O o O O

7.最 大レコード長

(固定長の場合)

.

32,687byte 32,687byte 32,687byte 32,500byte 32,700byte 32,700byte 32,500byte 32,754byte

8.高 速化拡張

.

o O O O O ○ O O

備考
■

同時接続 数セッション数

4～128

次 の 機能を標準 実装

・集配 信管理機能

・オートスケゾユール機能

・API,コー ド変換機能

同時接続数セッション数

16

次 の機 能を標準実装

・集配信管理機能

・オートスケジュール機能

・API,コー ド変換機能

同時接続数セッション数

1

次 の機能を標準実装

・集配信管理機能

・オートスケジュール機能

・API,コー ド変換機能

・ジョブ起動機能 ・DNS対 応 機能

・ジョブ起 動機能

・API機 能

O:実 装 一:未 実装 △:次 期バージョンで対応を検討 中



拡張Z手 順 製品/仕 様一覧(3/5)

1999年3月31日

会社名(50音 順) 日本電気 日本電気 日本電気ソフトウェア 日本 電 気 ソフトウェア 日本ユニシス 日本ユニシス 日本ユニシス 日本 ユニシス

製品名 CCS皿/TCP

forWindowsNT

ccsn/TCP

forHP-UX

FTAce/TCP

クライアント機能専用版

FTAce/TCP

サーバ',クライアント機 能版

ODEX－ 皿 全銀プロトコルハ'ッケージ

(JBAア プ リケーション)

JBAフ ァイルトランスファ

(TCP/1P)

EaDl標 準装備

対象機種

■

Express5800,PC WS PC PC シリース'2200/1100 A/NXシ リーズ HPシ リーズ SUN,HP,、

対象OS WindowsNT HP-UXR10.2 Wndows95 Windows95 OS2200 MCP/AS HP-UX Solaris,AUX

実装機能

1.起 動側標準 O ○ ○ O O O ○ O

2.応 答側標準 o O 一 O O O O ○

3.複 数ファイル転送

.

O o ○ O O O ○ O

4.モ ー ド変 更 ○ O o O O o o O

5.可 変 長 レコード O O O o 一 ○ ○(注2) O

6.不 定 長 ファイル O O o O 一 一 O o

7.最 大レコード長

(固 定長の場 合)
32,754byte 32,754byte 32,754byte 32,754byte 4,995byte

2,043byte

(注1)
32,687byte 32,687byte

8.高 速化拡張

.

○ O O O o O O o

備考

■

・DNS対 応機 能

・ジョブ起 動機能

・API機 能

・DNS対 応 機能

・ジョブ起動機能

・API機 能

・DNS対 応 機能

・ジョブ起動機能

・API機 能

・ダイヤルアップ接続機能

・DNS対 応 機能

・ジョブ起動機能

・API機 能

・ダイヤルアップ接続機能

(注1)

9,000byteに 拡 張 予 定

(注2)

受信時のみ

EDI運用管理部含む

O:実 装 一:未 実装 △:次 期バージョンで対応を検討 中



拡張Z手 順 製品/仕 様一覧(4/5)

1999年3月31日

会社名(50音 順) 日本ユニシス 日本 ユニシスツフトウェア 日立製作所 日立製作所 日立製作所 日立製作所 日立 アプリケーションシステムズ' 日立 アプリケーションシステムズ'

製品名 EaDI標 準装備 JBAフ ァイル転 送

forWindows

VOS3XFIT TMS-4V/SP/FTF XFIT/S

全 銀協TCP/IP手 順

スマートバンク APSCO全 銀協手順
一次局TCP/IP版

APSCO全 銀 協手ll頂

二次局TCP/IP版

対象機種

■

PC OADG,DOS/V HITACMシ リーズ HITACMシ リース' 3500,3050RX DOS/V,PC98 DOS/V,PC98 DOS/V,PC98

対象OS WindowsNT Windows95/NT4.0 VOS3 VOS3 HI-UX/WE2 windows95/NT4.o
Windows95/98

/NT4.0

Windows95/98

/NT4.〇
一一 ‥ 一

実装機能

1.起 動側標準 o O ○ O O o o 一

2.応 答側標準 O 一 O O O 一 一 O

3.複 数 ファイル転 送 O 一 O O O 一 一 一

4.モ ー ド変 更 O 一 一 O O 一 一 一

5.可 変 長 レコード ○ △ O O O 一 O O

6.不 定 長 ファイル ○ 一 △ o O 一 o O

7.最 大レコード長

(固定長の場合)

.

32,687byte
2,043byte

(注3)
32,760byte 29,800byte 4,096byte 2,043byte 32,768byte 32,768byte

8.高 速化拡張 O ○ O O O O O ○

備考

■

EDI運用管理部含む (注3)

32,687byteに 拡 張

予 定

O:実 装 一:未 実 装 △:次 期 ハ'一ジョンで対 応 を検 討 中



拡張Z手 順 製品/仕 様一覧(5/5)

1999年3月31日

会社名 PFU 富士通 富士通 富士通 富士通 富士通

h

-'

製品名 FBANKfor

Windows95

SXOCORDEX/E TRADEMASTER

(EDImartdirector)
CORDEX-SV

forWindowsNT

CORDEX

forWindowsNT

osn7CORDEX

(V12)

対象機種
l

FMVシ リーズ SXOシ リース'(FTマ シン) WS/PC FMV/GP5000シ リース' FMVシ リース' GSシ リース'(メインフレーム)

対象OS

.

Windows95/NT SXO
Solaris,

windows95/98/NT
WindowsNT Windows95/NT OSW

実装機能

1.起 動側標準 ○ ○ o 一 ○ O

2.応 答側標準 一 O O O 一 O

3.複 数 ファイル転 送 一 O ○ O O O

4.モ ー ド変 更 一 O O o O O

5.可 変 長 レコード 一 ○ O 一 一 O

6.不 定 長 ファイル 一 O O 一 一 O

7.最 大レ干 ド長

(固定長の場 合)
32.000byte 32,687byte 32,687byte 32,687byte 32,687byte 32,687byte

8.高 速化拡張 O O o O O o

備考
■

rSureSystem

NCPS/ZTIS」 が 必 要

O:実 装 一:未 実装 △:次 期バージョンで対応を検討 中



(付 属 資 料2)主 なVAN事 業 者 の 対 応 状 況

1bg9年3月3旧

運営会社名 ネットワーク名称 拡張Z手 順 特 徴
制約
事項 利用状況

株式会社
日立情報ネットワーク

CyberLet's/EDI
ユーザーの要求

が 、あり次第対応 特になし

株式会社
日立情報システムズ

.

NETFORWARD サポート済み VAN間 接続 サポート 特になし TIIPで 利 用

日本 アイ・ピー・エム株 式 会社 IBMEDIサ ー ビス〈IE/EX> サポート済み

VAN間 接続サポート

CII標準とのフォーマット変換

全銀BSC等 との相互 接続

特になし

日本電気株式会社 C&C-VAN,BIGLOBE サポート済み
全銀BSCと の相互転送が可能
VAN間 接続は準備中 特になし

データ集配 信サービスおよび

インタネットEDIサ ービスで

多数利 用

株式会社NTTデ ータ TWIN'ET-DXサ ー ビス サポート済み 特になし

日本ユニシス情報システム

株式会社(注1)

.

1/Eネ ットワークサ ー ビス サポート済み VAN間 接続サポート 特になし TIIPで 利 用

富士通 エフ・アイ・ピー株式会社 TradeFront サポート済み VAN間 接続サポート 特になし TIIPで 利 用

富士通株式会社

.

Tradex-Net サポート済み
(

特になし

(注1)問 合せ先 インフォメーションサービス事業部03-5546-3438



(付 属 資 料3)メ ーカー 各 社 の ホーム ペー ジURL－ 覧
1999年3月31日

会社名(50音 順) URL

株式会社アルゴテクノス21 http://www.argotechnos.coＬp/products/index.html

株式会社 インターコム http://wWW.intercom.cOjp

NTTデ ータ通信株式会社

■
http://www.nttdata.cojp

花王インフォネットワーク株式会社

.

http://www.kaoinfo.coJP

蝶理情報システム株式会社 http://www.qjs.cojp

日本アイ・ピー ・エム株 式会社

■
http://www.ibm.cojp/sns/ie_ex.html

日本電気株式会社

.
http://www.sw.nec.coJP/APSOFT/FOS/ccs/index・html

http://www.ace.comp.nec.cojp

日本電気ソフトウェア株式会社

.
http://www.necsofしcoJP/sofヒ/fヒace

日本ユニシス株式会社

.
http://www.unisys.coＬP

日本ユニシス・ソフトウェア株式会社

.

http://www.uskcoJP

株式会社 日立製作所 http://www.hitachi.coＬp/index三j.html

日立アプリケーションシステムズ株式会社

.

http://www.apsco.cojp

株式会社PFU

.

http://www.pfu.coJP

富士通株式会社 http://wwwfμjitsu.cojp/hypertext/sofヒinfo/

産業情報化推進センター http://www.jipdec.or.jp/cii/index.htm
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